
都道府県医師会

担当理事殿

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

令和元年6月「妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検討会」におい

て「議論の取りまとめ」が行われ、妊産婦が安心できる医療提供体制の充実が求め

られました(令和元年7月30日付(健Ⅱ48)文書にて送付済)。

この提言を受け、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」(令和 2年

4月13日一部改正厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)の「周産期医療の体

制構築に係る指針」において、「都道府県は、産科及び産婦人科以外の診療科の医

師に対し、地域の保健医療関係機関・団体等と連携し、総合周産期母子医療センタ

一等において、妊産婦の特性に応じた診療の知識及び技術を修得させるための研修

を行うものとする」とされ、「妊婦の診療に係る医療提供体制整備事業」を活用

し、研修体制を整備するよう示しているところです。

本会では、令和2年度厚生労働科学研究「産科医師確保計画を踏まえた産科医療

の確保についての政策研究」(研究代表者:村松圭司(産業医科大学))より委託を

受け、日本産婦人科医会のご協力の下、研修で用いるテキスト及び動画教材を作成

いたしました。それを踏まえ、今般、厚生労働省医政局地域医療計画課より各都道

府県衛生主管部(局)宛に情報提供がなされるとともに、本会に対しても周知方協
力依頼がありました。

つきましては、貴会におかれましても本件にっいてご了知の上、貴会管下医療機

関等へ周知いただくとともに、都道府県行政及び都道府県産婦人科医会と連携の

上、当該研修の実施に当たり、本教材を使用していただきますようご高配の程お願
い申し上げます。

「妊婦の診療に係る医療提供体制整備事業」について(協力依ま動

け也 59の
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公益社団法人日本医師会御中

厚生労働行政の推進につきましては、かねてより格段の御配慮を賜り、深く感謝申し上
げます。

令和元年6月に取りまとめられた「妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検討
会」において、妊産婦の診療にっいては、通常よりも慎重な対応や胎児への配慮が必要であ

るため、診療に積極的でない医療機関も存在するとの指摘があり、妊産婦が安心できる医療
提供体制の充実が求められています。

これを受けて、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制にっいて」(令和2年4月13日

一部改正厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)の「周産期医療の体制構築に係る指針」に
おいて、「都道府県は、産科及ぴ産婦人科以外の診療科の医師に対し、地域の保健医療関係
機関・団体等と連携し、総合周産期母子医療センター等において、妊産婦の特性に応じた影

療の知識及び技術を習得させるための研修を行うものとする」としており、各都道府県にお

ける妊婦への安心安全な医療提供体制の充実を図るため、「妊婦の診療に係る医療提供体制
整備事業」を活用し、研修体制を整備するようぉ示ししているところです。

今般、令和2年度厚生労働科学研究「産科医師確保計画を踏まえた産科医療の確保にっい

ての政策研究」(研究代表者:村松圭司(産業医科大学))において、貴会に委託のもと、
「妊婦の診療に係る医療提供体制整備事業」を活用した研修で用いるテキスト及び動画教材
を作成いたしました。

貴会におかれましては、会員等に対して、当該研修の受講にっいて周知いただくととも
に、地域における妊婦への安心安全な医療提供体制の充実に御協力いただきますようぉ願
い申し上げます。

「妊婦の診療に係る医療提供体制整備事業」にっいて(協力依頼)
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各都道府県衛生主管部(局)

令和元年6月に取りまとめられた「妊産婦に対する保健・医療体制の在り方に関する検討
会」において、妊産婦の診療にっいては、通常よりも慎重な対応や胎児への配慮が必要であ

るため、診療に積極的でない医療機関も存在するとの指摘があり、妊産婦が安心できる医療
提供体制の充実が求められています。

これを受けて、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制にっいて」(令和2年4月13日

一部改正厚生労働省医政局地域医療計画課長通知)の「周産期医療の体制構築に係る指針」に
おいて、「都道府県は、産科及び産婦人科以外の診療科の医師に対し、地域の保健医療関係

機関・団体等と連携し、総合周産期母子医療センター等において、妊産婦の特性に応じた診
療の知識及び技術を習得させるための研修を行うものとする」としており、各都道府県にお

ける妊婦への安心安全な医療提供体制の充実を図るため、「妊婦の診療に係る医療提供体制
整備事業」を活用し、研修体制を整備するようぉ示ししているところです。

今般、令和2年度厚生労働科学研究「産科医師確保計画を踏まえた産科医療の確保にっい

ての政策研究」(研究代表者:村松圭司(産業医科大学))において、「妊婦の診療に係る医
療提供体制整備事業」を活用した研修で用いるテキスト及び動画教材を作成いたしましたの
で、情報提供いたします。

貴職におかれましては、研修を実施する際、研修受講者に配布する等、御活用いただき
たく存じます。

なお、本テキスト及び動画教材は厚生労働科学研究班より、公益社団法人日本医師会へ
委託し、公益社団法人日本産婦人科医会の協力の下で作成されたものであることを申し添
えます。

「妊婦の診療に係る医療提供体制整備事業」で用いるテキストの送付にっいて
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